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はじめに 

 
 
 
本書は、第３６回研究評価委員会において設置された「極低電力回路・シス

テム技術開発（「極低電圧要素回路技術」及び「極低電力ＬＳＩチップ適合最適

化技術」及び「低電力無線／チップ間ワイヤレス技術」）（グリーンＩＴプロジ

ェクト）」（事後評価）の研究評価委員会分科会（第１回（平成２５年１１月１

９日））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤＯ技術委員・

技術委員会等規程第３２条の規定に基づき、第３８回研究評価委員会（平成２

６年３月２７日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 
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圧要素回路技術」及び「極低電力ＬＳＩチップ適合最適化技術」

及び「低電力無線／チップ間ワイヤレス技術」）（グリーンＩ

Ｔプロジェクト）」分科会（事後評価） 
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独立行政法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 研究評価委員会 

「極低電力回路・システム技術開発（「極低電圧要素回路技術」及び

「極低電力ＬＳＩチップ適合最適化技術」及び「低電力無線／チッ

プ間ワイヤレス技術」）（グリーンＩＴプロジェクト）」（事後評価） 
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プロジェクト概要 
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技術分野全体での位置づけ 

（分科会資料５―１より抜粋） 

 



 

7 

 「極低電力回路・システム技術開発（「極低電圧要素回路技術」及

び「極低電力ＬＳＩチップ適合最適化技術」及び「低電力無線／チ

ップ間ワイヤレス技術」）（グリーンＩＴプロジェクト）」 

全体の研究開発実施体制 
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「極低電力回路・システム技術開発（「極低電圧要素回路技術」及び

「極低電力ＬＳＩチップ適合最適化技術」及び「低電力無線／チッ

プ間ワイヤレス技術」）（グリーンＩＴプロジェクト）」（事後評価） 

評価概要（案） 

 
１．総論 
１）総合評価 
本プロジェクトは電圧の低減による LSI の低消費電力化に焦点を当て、現在

の実用レベルである 0.9-1.2 V 動作をはるかに越えた 0.5 V 動作で 1/10 の省エ

ネルギー化を目指した。処理あたりのエネルギーの最小化という新しい原理の

もと、極低電力回路技術に特化したことで、世界トップレベルの成果を多数あ

げただけでなく、各要素技術を集積化し極低電力 LSI チップ統合最適化技術と

して実際に目標とした低電力で動作する SoC の試作に成功したことは画期的で

あり、高く評価する。国際的に見ても低電圧回路技術研究の大きな潮流を生ん

だ。日本の LSI 産業を新たに活性化できる非常に重要なプロジェクトである。 
一方、エネルギー削減のための低電圧化により性能低下が引き起こされるが、

それを回路改良により補うことが十分でなかった研究テーマがある。このため、

目標とするエネルギー削減を行いつつ通常電圧時と同じ性能を得る用途での実

用化をここで開発された技術のみで行う場合には極端な並列化が必要となり、

コストが増加する懸念もある。また、成果の活用が企業の既存製品系列におけ

る改良の場合には、成果を限定的にしか活用できていない。具体的な応用製品

のイメージ、そこに至るまでのマイルストーンの想定および実行が今後の課題

である。 

 
２）今後に対する提言 
短期的には、協力関連各社が早期に研究成果を製品開発へと取り込み、各社

の主力製品の競争力を大きく高めることで、我が国の半導体業界の地位を保つ

ことが、急務である。その際、パターン面積増などの課題を解決することが各

社の早期製品化（実用化）のカギとなろう。 
その一方で、処理あたりのエネルギーの最小化と言う新しいパラダイムに合

わせ、応用分野にまで渡る大きな発想の転換を行ない、面積オーバヘッドの増

加くらい打ち消してしまうような価値を有する、新たな応用活用をゼロからプ
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ロトタイピングするような独立した研究開発の組織的な仕組みも必要である。

その際、低電圧化、低消費電力化を核として回路技術だけでなく、デバイス技

術、3 次元実装技術、システム技術を合わせた考えや、産学連携の組織化やベン

チャー振興、LEAP プロジェクトの成果との連携も考えるべきである。長期的

な視点に立った粘り強い試みこそが、研究成果のポテンシャルを 100%活かした

真のイノベーションへとつながるだろう。これには、民間活動のみで行うこと

は難しいので、ＮＥＤＯが積極的に関与すべきである。 

 
２．各論 
１）事業の位置付け・必要性について 

LSI の低電圧化による IT 機器の省エネルギー化は現在将来とも重要課題の一

つであり、東日本大震災以後のエネルギー問題でさらに重要度が高まってきた。

省エネルギー化という公共性が高く、共通基盤となる標準 CMOS 技術をベース

とした汎用性の高い回路技術／統合化技術の開発で、現在の実用レベルより十

分に先を見た研究は民間活動のみでは遂行が難しく、NEDO の関与は妥当であ

る。また、費用対効果も省エネルギーという観点から考察すると、投資金額に

比べて極めて大きな費用節減効果をもたらす可能性を秘めている。 

 
２）研究開発マネジメントについて 
極低消費電力の LSI を実現するために必用な要素技術が、内外の技術動向、

市場動向等を踏まえて緻密に考慮され、適切にプロジェクトとして設定されて

おり、研究開発の目標・計画は適切である。また、事業の後半に加速予算投入

により、極低電力 LSI チップ統合最適化技術というテーマを設定して、それま

でに得られた個別テーマの成果を集約してその有効性を実用化レベルに近い状

態で実証するなど、研究開発成果の実用化・事業化を意識した取り組みも行わ

れている。各分野のトップクラスの研究、開発能力を有する実施者を選択して

おり、実施体制にも問題はない。 
一方、プロジェクト開始当初から各テーマ間で密接な連携や協力関係を構築

できるような運営体制が必要であったように思われる。また、当プロジェクト

の成果は、まずは携帯電話など現状すでに相当程度低消費電力化を実現してい

る電子機器をさらに低消費電力化するために使用されると考えられるが、それ

だけに留まらず、今後は新規分野への応用も期待される。今回の成果のみでは

国全体にもたらす省エネ効果が限定的であるため、並列回路の工夫なども含め、

今回の成果物を電力消費の大きいハイエンドの LSI に適用するための研究開発

も必要である。また、ターゲットとなる商品のイメ－ジ、開発の優先順位をよ

り明確に描くべきであったろう。 
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３）研究開発成果について 
低電圧化、低消費電力化の鍵を握る主要回路を取り上げ、それぞれに高い目

標を設定してほぼ目標を達成した。世界初、世界最高水準の研究成果も多く、

特に、3000 万個以上のトランジスタから成る LSI で、それぞれに低電圧動作、

低電力動作機能を有するロジック、メモリ、電源回路、PLL、ADC を搭載した

混載LSIを0.5V動作させて低消費電力化の効果は実証したのは世界で初めてで

あり、高く評価できる。また、メモリで提案されたストレス印加によるメモリ

マージン拡大技術や、電源回路で提案されたデジタル LDO(Low Drop Out)のコ

ンセプトは高く評価できる。 ISSCC(International Solid-State Circuits 
Conference)のような注目度の高く、採択の難しい国際会議での発表や一般への

成果公表、得られた知的財産の保護も適切になされており、投入された予算に

見合った成果と考える。 
一方、同一機能の従来型回路ブロックと比べてチップ面積が大きいこと、ま

た低電圧で動作させることは原理的に製造ばらつきの影響を受けやすく、歩留

まりの低下を招く恐れがあることなどの課題もある。データセンター向けの機

器、スーパーコンピュータなどハイエンドの装置に応用するには、並列動作シ

ステムなどアーキテクチャレベルのさらなる開発が必要である。また、本成果

がどのような社会的インパクトをもたらすか、今後さらに積極的にアピールし

ていくことが望まれる。 

 
４）実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 
得られた成果は実用化に近いものから、更なる検討が必要なものまで種々含

まれるが、成果はすべて、市場やユーザーのニーズに合致しているものである。

これらの成果を各社実用化（製品化）する取り組みが感じられ、複数の企業の

重要な製品に早期に幅広く取り込まれる道筋までを詳細に示せたことは素晴ら

しい。チップサイズの小型化、ばらつきを考慮した設計手法など、システム LSI
への商業応用に向けた課題も明確である。 
極めて高い技術水準を達成している一方、マーケティング的な考慮が充分で

はない。産業技術としての明確な見極めや具体的なコストの評価も十分と言え

ず、実用化・事業化へ向けての今後の課題である。総論的な開発に終わらない

よう装置メーカーの関与を強め、ターゲットとする応用装置を特定し、その実

用化・事業化を期待する。また、実用化・事業化で海外勢の後塵を拝すること

がないよう可能な限り実用化・事業化スケジュールの前倒しが必要である。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 

評価項目 平均値 素点（注） 

１．事業の位置付け・必要性について 2.9 A A A A A A B

２．研究開発マネジメントについて 2.9 A A A A A B A

３．研究開発成果について 2.9 A A A A A B A

４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 
2.0 A A B B B D B

（注）A=3，B=2，C=1，D=0 として事務局が数値に換算し、平均値を算出。 

 

〈判定基準〉 

１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 

・非常に重要          →A
・重要             →B
・概ね妥当           →C
・妥当性がない、又は失われた  →D

・非常によい         →A
・よい            →B
・概ね妥当          →C
・妥当とはいえない      →D

２．研究開発マネジメントについて ４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組みについて 

・非常によい          →A
・よい             →B
・概ね適切           →C
・適切とはいえない       →D

・明確            →A
・妥当            →B
・概ね妥当          →C
・見通しが不明        →D

2.0 

2.9 

2.9 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0 

４．実用化・事業化に向けての見通し

及び取り組み

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性

平均値 
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「極低電力回路・システム技術開発（「極低電圧要素回路技術」

及び「極低電力ＬＳＩチップ適合最適化技術」及び「低電力無線

／チップ間ワイヤレス技術」）（グリーンＩＴプロジェクト）」に

係る評価項目・評価基準 

 

１．事業の位置付け・必要性について 

(1) ＮＥＤＯの事業としての妥当性 

・「ＩＴイノベーションプログラム・エネルギーイノベーションプログラム」

の目標達成のために寄与しているか。 

・民間活動のみでは改善できないものであること、又は公共性が高いこと 

により、ＮＥＤＯの関与が必要とされる事業か。 

・当該事業を実施することによりもたらされる効果が、投じた予算との比 

較において十分であるか。 

 

(2) 事業目的の妥当性 

・ 内外の技術開発動向、国際競争力の状況、エネルギー需給動向、市場動 

 向、政策動向、国際貢献の可能性等から見て、事業の目的は妥当か。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

(1) 研究開発目標の妥当性 

・ 内外の技術動向、市場動向等を踏まえて、戦略的な目標が設定されてい 

るか。 

・ 目標達成度を測定・判断できる具体的かつ明確な開発目標を設定してい 

るか。 

 

(2) 研究開発計画の妥当性 

・ 目標達成のために妥当なスケジュール、予算（各個別研究テーマ毎の配 

 分を含む）となっているか。 

・ 目標達成に必要な要素技術を取り上げているか。 

・ 研究開発フローにおける要素技術間の関係、順序は適切か。 

 

＜参考＞ 
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(3) 研究開発実施の事業体制の妥当性 

・ 真に技術力と事業化能力を有する企業を実施者として選定しているか。 

・ 適切な研究開発実施体制になっており、指揮命令系統及び責任体制が 

 明確になっているか。 

・ 目標達成及び効率的実施のために必要な実施者間の連携が十分に行われ 

 る体制となっているか。 

・ 知的財産取扱（実施者間の情報管理、秘密保持、出願・活用ルール含む）

に関する考え方は整備され、適切に運用されているか。  

 

(4) 研究開発成果の実用化・事業化に向けたマネジメントの妥当性  

・ 成果の実用化・事業化につなげる戦略が明確になっているか。 
・ 成果の実用化・事業化シナリオに基づき、成果の活用・実用化

の担い手、ユーザーが関与する体制を構築しているか。 
・ 成果の実用化・事業化につなげる知財戦略(オープン／クローズ

戦略等) や標準化戦略が明確になっており、かつ妥当なものか。 
 

(5) 情勢変化への対応等 

・ 進捗状況を常に把握し、社会・経済の情勢の変化及び政策・技術動向等 

に機敏かつ適切に対応しているか。 

 

３．研究開発成果について 

(1) 目標の達成度と成果の意義 

・ 成果は目標を達成しているか。 

・ 成果は将来的に市場の拡大或いは市場の創造につながることが期待でき

るか。 

・ 成果は、他の競合技術と比較して優位性があるか。 

・ 目標未達成の場合、達成できなかった原因が明らかで、かつ目標達まで

の課題を把握し、この課題解決の方針が明確になっているなど、成果と

して評価できるか。 

・ 設定された目標以外に技術的成果があれば付加的に評価する。 

・ 世界初、世界最高水準、新たな技術領域の開拓、または汎用性のある成

果については、将来の産業につながる観点から特に顕著な成果が挙がっ

ている場合は、海外ベンチマークと比較の上で付加的に評価する。 

・ 投入された予算に見合った成果が得られているか。 

・ 大学または公的研究機関で企業の開発を支援する取り組みを行った場合

には、具体的に企業の取り組みに貢献しているか。 



 

14 

(2) 知的財産権等の取得及び標準化の取組 

・ 知的財産権等の取扱（特許や意匠登録出願、著作権や回路配置利用権の

登録、品種登録出願、営業機密の管理等）は事業戦略、または実用化計

画に沿って国内外に適切に行われているか。 

 

(3) 成果の普及 

・ 論文等の対外的な発表は、将来の産業につながる観点から戦略的に行わ

れているか。 

・ 成果の活用・実用化の担い手・ユーザー等に対して、適切に成果を普及

しているか。また、普及の見通しは立っているか。 

 ・ 一般に向けて広く情報発信をしているか。 

 

４．実用化・事業化に向けての見通し及び取り組みについて 

 

 本項目における「実用化・事業化」の考え方 

当該研究開発に係る試作品、サービス等の社会的利用(顧客への提供等)が開

始されることであり、さらに、当該研究開発に係る商品、製品、サービス等の

販売や利用により、企業活動(売り上げ等)に貢献することを言う。 

 

(1)成果の実用化・事業化の見通し 

・ 産業技術としての見極め（適用可能性の明確化）ができているか。 

・ 実用化に向けて課題が明確になっているか。課題解決の方針が明確にな

っているか。 

・ 成果は市場やユーザーのニーズに合致しているか。 

・ 実用化に向けて、競合技術と比較し性能面、コスト面を含み優位性は確

保される見通しはあるか。 

・ 量産化技術が確立される見通しはあるか。 

・ 事業化した場合に対象となる市場規模や成長性等により経済効果等が見

込めるものとなっているか。 

・ プロジェクトの直接の成果ではないが、特に顕著な波及効果(技術的 

・ 経済的・社会的効果、人材育成等)がある場合には付加的に評価する。 

 

 (2)実用化・事業化に向けた具体的取り組み 

・ プロジェクト終了後において実用化・事業化に向けて取り組む者が明確

になっているか。また、取り組み計画、事業化までのマイルストーン、

事業化する製品・サービス等の具体的な見通し等は立っているか。 


